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氏名 所属

浅野 直人※ 福岡大学 名誉教授

小松 利光 九州大学 名誉教授

肱岡 靖明 国立環境研究所 気候変動適応センター センター長

笠岡 俊志 熊本大学病院 災害医療教育研究センター 教授/センター長

柴田 昇平
農業・食品産業技術総合研究機構 九州・沖縄農業研究センター
暖地水田輪作研究領域 水田高度利用グループ グループ長補佐

野田 勉
水産研究・教育機構 水産技術研究所 環境・応用部門
沿岸生態システム部 温帯浅海域第2グループ グループ長

<アドバイザー>

・内閣府沖縄総合事務局、厚生労働省福岡検疫所、同那
覇検疫所、農林水産省九州農政局、同林野庁九州森林
管理局、経済産業省九州経済産業局、国土交通省九州
地方整備局、同九州運輸局、同気象庁福岡管区気象台、
同気象庁沖縄気象台、環境省九州地方環境事務所、
同沖縄奄美自然環境事務所

・福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿
児島県、沖縄県、北九州市、福岡市、熊本市、佐賀市、
長崎市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市

・地域気候変動適応センター（福岡県、長崎県、熊本県、
大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県）

※オブザーバー
各県地球温暖化防止活動推進センター、
九州電力、九州旅客鉄道

<構成員> 敬称略 ※座長

災害対策分科会

気候変動適応九州・沖縄広域協議会

【 令和７年度の組織体制 】

令和７年度気候変動適応九州・沖縄広域協議会体制

順不同



2

活動 6月 7月 ８月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

広域協議会

災害対策分野

オンライン講演会 

フォローアップ調査

2月 分科会

7～9月 Eco-DRR勉強会・フリートーク会

3月 第15回

【令和７年度 主なスケジュール】

◆気候変動適応策の推進のための「オンライン講演会」 

① Eco-DRR勉強会・フリートーク会の開催

② Eco-DRRカルテの作成

③ 令和7年度災害対策分科会の開催

◆災害対策分野における取組

【令和７年度の取組内容】

令和７年度気候変動適応九州・沖縄広域協議会活動内容

9月～3月 Eco-DRRカルテ作成

10月 オンライン講演会

6～7月 第14回（書面）

11月 ヒアリング調査

12月 アンケート調査

◆広域アクションプランの活用状況等に係る
フォローアップ調査



災害対策分野

気候変動適応九州・沖縄広域協議会
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【 設置目的 】

令和７年度災害対策分科会について

令和4年度に策定したアクションプランに関して、Eco-DRRの機能や効果は地域特性や規模により異なるため、個別の取組

事例等も踏まえながらよく検討する必要がある。また、今後の研究により定量評価等の知見が増えるとともに、九州・沖縄地域

が一体となりEco-DRRに関する施策を推進することで、取組の効果や意義がより高まることが期待される。

そのため、有識者からの助言を受けながら、取組の実施状況・具体的な手法の例・課題などを災害対策分科会での取組を通

じて共有することで、九州・沖縄地域全体で知見を深め、取組実施につなげる。

【 体制 】

<オブザーバー>

九州大学 名誉教授 小松 利光
（防災工学、河川工学）

九州地方整備局

福岡管区気象台

沖縄気象台

<構成員>

氏名 所属

島谷 幸宏※ 熊本県立大学 特別教授
（河川工学、グリーンインフラ）

皆川 朋子
熊本大学 教授
（河川環境、生態系サービス）

佐藤 辰郎
九州大学 准教授
（防災工学、地域防災）

敬称略 ※座長<アドバイザー> ※敬称略

・福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県、北九州市、
福岡市、熊本市、長崎市、大分市、宮崎市、
鹿児島市

・地域気候変動適応センター（福岡県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

順不同



5

【 令和７年度の取組 】

災害対策分野の取組

取組 取組の概要

①Eco-DRR勉強会・
 フリートーク会

Eco-DRRに関する理解の醸成と庁内連携体制のきっかけづくりを目的として、大分
県・宮崎県の関係部局職員を対象としてWeb会議によるEco-DRR勉強会及びフリー
トーク会を開催した。

②Eco-DRRカルテの作成

フリートーク会での意見交換などを踏まえ、九州・沖縄地域の2県分（大分県、宮崎
県）のEco-DRRカルテを作成した。

※令和4年度～令和7年度で九州・沖縄全県（8県）を作成

③令和７年度
 災害対策分科会の開催

Eco-DRRに関する最新の取組事例のほか、分科会での取組成果等を構成員に情報
提供し、地域全体での知見の共有を図るとともに、令和7年度の取組などに関する意
見交換を行った。

【 災害対策分科会のテーマ 】

豪雨災害に対する環境分野からのアプローチ
～自然の恵みを基盤としたレジリエントで魅力ある地域へ～
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【 Eco-DRRカルテとは・・・ 】

災害対策分野の取組 Eco-DRRカルテとは

Eco-DRRカルテは、各県の地理的な特性やEco-DRRの概要をまとめたもので、地方公共団体内でのEco-DRRへの理解

醸成や取組方針の検討をサポートするもの。

また、本カルテは地方公共団体が自由に加工し公表できるものとしており、地域の関係者の方へのEco-DRRに関する普及啓

発や、地域における連携体制づくりに活用していただくことも可能としている。

【 今年度のEco-DRRカルテ作成の流れ 】

宮崎県版 カルテ素案

大分県版 カルテ素案

(1) Eco-DRRカルテ（素案）を
作成（事務局）

Eco-DRR
フリートーク会
（WEB）

(2)Eco-DRRに関する情報共有・
意見交換

大分県版 カルテ

（3）フリートークなどを
踏まえカルテを完成

宮崎県版 カルテ

⚫県内ではどのようなEco-DRR事例（防災・減災機能を持つ自然環境や自然環境を活
用した防災・減災技術）があるか。

⚫県で実施されている取組のなかで、Eco-DRRに関係するものはあるか。

Eco-DRR
勉強会
（WEB）

【フリートークのテーマ】

※勉強会・フリートーク会は各県1回ずつ実施
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【 Eco-DRR勉強会の概要 】

災害対策分野の取組① Eco-DRR勉強会・フリートーク会

対象県 大分県 宮崎県

参加者

・大分県
土木建築部 河川課
農林水産部 森林保全課、漁港漁村整備課
生活環境部 自然保護推進室、

 衛生環境研究センター、
 環境政策課

・宮崎県
県土整備部 河川課
農政水産部 農村整備課
環境森林部  自然環境課、環境森林課

実施日 令和7年7月28日 令和7年7月23日

プログラム

1.趣旨説明、出席者紹介

2.自然環境と防災・減災
について

3.Eco-DRRカルテ（素案）
 について

勉強会の様子（左：大分県、右：宮崎県）
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【 Eco-DRRフリートーク会の概要 】

災害対策分野の取組① Eco-DRR勉強会・フリートーク会

対象県 大分県 宮崎県

参加者

【アドバイザー及び学識経験者】
・熊本県立大学 島谷 幸広 特別教授
・熊本大学 皆川 朋子 教授
・九州大学 佐藤 辰郎 准教授
・大正大学 寺村 淳 招聘教授

【対象県】
・大分県
生活環境部 自然保護推進室、環境政策課

【アドバイザー及び学識経験者】
・熊本県立大学 島谷 幸広 特別教授
・熊本大学 皆川 朋子 教授
・九州大学 佐藤 辰郎 准教授
・大正大学 寺村 淳 招聘教授

【対象県】
・宮崎県
県土整備部 河川課、砂防課
農政水産部 農村整備課
環境森林部  環境森林課

実施日 令和7年9月1日 令和7年8月8日

プログラム

1.趣旨説明・勉強会の振り返り

2. Eco-DRRに関する
フリートーク

フリートークの様子（左：大分県、右：宮崎県）
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【 事後アンケート（令和7年度） 】

・事後アンケートでは、勉強会・フリートーク会に参加したことで「Eco-DRRに関する理解度が向上したか」（段階に応じた5択）に
ついて全ての回答者から「ややそう思う」～「とてもそう思う」と回答いただいた。また、「今後、取組を検討する際にEco-DRRの考え
方も参考にしたい」という回答も得られた。

今回の勉強会やフリートーク会を通じて、

「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」
に関する理解度は向上したと思いますか。

今後、ご自身の業務で取組を検討する際に、
Eco-DRRの考え方は参考になりそうですか。

災害対策分野の取組① Eco-DRR勉強会・フリートーク会

とてもそう思う

3

ややそう思う

7

どちらとも言えない

0

あまりそう思わない

0
まったくそう思わない

0

(n=10)

参考にしたい

8

参考にするのは難しい

0

わからない

2

(n=10)

今回の勉強会やフリートーク会の中で、特に印象に残ったことや、ご意見やご要望があればお聞かせください。

・フリートークの中で祖母山の話題となった際に、島谷先生が薬草が採れることもEco-DRRだとおっ

しゃっており、自分の中の概念が広がりました。基本的には山頂やそれに近いエリアは国有林で採集

できませんが、他地域の広葉樹林などでも適用できる考え方だと思います。植物の一覧を作るだけで

なく、活用の可能性も地域で共有できるとよいと思いました。

・Eco-DRRという視点で見ると、気がついていないだけでいろいろな事例があるかもしれないと感じた。

・防災・減災だけでなく、災害後のライフライン（温泉の活用）についての考え方については、重要な

視点だと思いました。



10

【 参考：事後アンケート（令和5年度～令和7年度の累計） 】

災害対策分野の取組① Eco-DRR勉強会・フリートーク会

※本アンケート結果は、令和5年度～令和7年度の取組（現地視察会・勉強会・フリートーク会） の事後アンケート結果を
 もとに、同様の集計が可能な４自治体の回答をとりまとめたものである。

知っていた

9

ある程度知っていた

13

どちらかと言えば

知らなかった

4

あまり知らなかった

3

知らなかった

0

Q１．【参加前】地域の自然環境に防災・減災機能が

あることをご存知でしたか。

(n=29)

知っていた

9

言葉は聞いたことあるが、

詳しくは知らなかった

8

知らなかった

12

Q２．【参加前】「Eco-DRR（生態系を活用した防災・減災）」

という考え方をご存知でしたか。

(n=29)

とてもそう思う

12

ややそう思う

17

どちらとも言えない

0

あまりそう思わない

0
まったくそう思わない

0

Q３．【参加後】今回の取組を通じて「Eco-DRR」に関する

理解度は向上したと思いますか。

(n=29)

参考にしたい

26

参考にするのは難しい

1

わからない

2

Q４．今後の業務で取組を検討する際に、Eco-DRRの考え方は

参考になりそうですか。

(n=29)

庁内各部局の職員がEco-DRRの

考えを知る・県内の事例に気づく

27庁内各部局の職員が集まって今後

の取組方針について議論をする

4

県内の住民へ普及

啓発・広報をする

13

その他

1

Q５．Eco-DRRカルテは、どのような目的で活用できる・活用

したいと思いますか。（複数選択）

(n=29)
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【 Eco-DRRカルテの構成・内容 】

災害対策分野の取組② Eco-DRRカルテの作成

・フリートーク会を踏まえてEco-DRRカルテを作成。なお、カルテは過
年度までの構成をベースとしており、地方公共団体からのご意見を
踏まえEco-DRRの定量評価事例のコラムを掲載するなど改善。

・Eco-DRRカルテの完成版は、令和7年度末に対象県に提供予定。

Eco-DRRカルテの構成

改善したEco-DRRカルテの一部

No. 内容 ねらい

１ 地形・気象の特性 地域の地形や大雨の特徴などの概況の把握

２ 災害（水害・土砂災害）の特性
地方公共団体において懸念される水害、土
砂災害の種類や、リスクが高いエリアの概況
の把握

３ 過去の主な水害
過去発生した大規模な水害に関する情報の
把握

４ Ｅｃｏ－ＤＲＲとは
Eco-DRRの考え方、自然環境等がもつ防
災・減災の機能や、それらの繋がり（ランドス
ケープ）への理解

5 Ｅｃｏ－ＤＲＲマップ
地域に存在する防災・減災機能をもつ自然
環境等への気づき

6
災害リスクの低減に向けた
地域資源の保全・活用の方向性

地域特性を踏まえた地域資源の保全・活用
等の検討

7
Ｅｃｏ－ＤＲＲの取組に関するポ
イント・留意点

Eco－DRRの考え方に基づく取組のポイン
トや留意点の把握
※今年度から定量評価事例（アザメの瀬）の

 コラムを追加。

8 参考情報一覧
上記の事項について地方公共団体で調べる
際の参考情報
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【 作成したEco-DRRカルテの一部（Eco-DRRマップ） 】

災害対策分野の取組② Eco-DRRカルテの作成

宮崎県版の一部大分県版の一部
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目的・趣旨
令和4年度に策定したアクションプランの推進に向けて、Eco-DRRの先進事例のほか、分科会での取組成果等を構
成員に情報提供し、地域全体での知見の共有を図るとともに、令和7年度の取組などに関する意見交換を行う。

参加者

・アドバイザー
熊本県立大学 島谷 幸広 特別教授
熊本大学 皆川 朋子 教授
九州大学 佐藤 辰郎 准教授

・構成員
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、
福岡市、大分市、宮崎市
地域気候変動適応センター（福岡県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県） 計32名

・オブザーバー
九州大学 名誉教授 小松 利光、九州地方整備局、福岡管区気象台、沖縄気象台

実施日 令和8年2月6日（金）13:30～16:00（オンライン会議形式）

プログラム

１．情報提供

 ・地域共創流域治水における洪水調整
～ Eco-DRRの実装から地域創成に繋ぐ ～
【熊本大学 皆川朋子 教授】

２．令和7年度災害対策分科会の取組報告等

３．意見交換

災害対策分野の取組③ 令和7年度災害対策分科会の開催

【 令和7年度災害対策分科会の概要 】

令和7年度災害対策分科会の様子

※敬称略



気候変動適応策の推進のための「オンライン講演会」 

気候変動適応九州・沖縄広域協議会
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対象者 九州・沖縄地域の地方公共団体職員及び官公庁職員

実施日 令和７年10月１日（水）13:30～15:30

実施方法 オンライン会議形式

プログラム

１．開会挨拶

九州地方環境事務所 環境対策課 課長 大淵 鉄也

２．講演

気候変動の最新情報「日本の気候変動2025」について

   福岡管区気象台 気象防災部 地域防災推進課 地球温暖化情報官 花房瑞樹 氏

３．情報提供

（１）暑熱対策分野「熱中症の予防方法及び対処方法」

      熊本大学病院 災害医療教育研究センター教授/センター長 笠岡俊志 氏

（２）災害対策分野「地域共創流域治水における洪水調整～NbSをベースとした流域治水×環境再生～」

 熊本大学大学院 先端科学研究部 土木建築学部門 教授 皆川朋子 氏

４．閉会

【 目的 】

気候変動適応策の推進のための「オンライン講演会」 

九州・沖縄地域の地方公共団体職員を対象として気候変動の最新情報及び気候変動適応に関する知見・事例を共有することを通じ

て、気候変動適応策の推進を図る。

【 実施の概要 】
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講演の概要・
様子

気候変動適応策の推進のための「オンライン講演会」 

＜講演＞ 花房瑞樹 氏

 気候変動の最新情報

「日本の気候変動2025」について

・日本の気温上昇や大雨増加などの最新の観測結果と、

2℃/4℃上昇シナリオの将来予測をまとめた報告書

「日本の気候変動2025」の概要や、2025年夏の

記録的猛暑・大雨の特徴等を紹介

＜情報提供（１）＞ 笠岡俊志 氏

 暑熱対策分野「熱中症の予防方法及び対処方法」

・熱中症の仕組みと発生状況等を整理し、重症度分類
に基づく応急処置・治療の基本や、熱中症警戒アラート
等を活用した予防行動の重要性等を紹介

＜情報提供（２）＞ 皆川朋子 氏

  災害対策分野「地域共創流域治水における洪水調整

～NbSをベースとした流域治水×環境再生～」

・球磨川流域の豪雨災害を踏まえ、Eco-DRRの考え方
で「緑の流域治水」を進めるため、遊水地・湿地再生
・雨庭などによる洪水調整と産学官民の共創による
地域づくりの事例等を紹介

【 結果 】
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参加者

九州・沖縄地域の地方公共団体職員及び官公庁職員 111名  (昨年度：79名)

＜参加者の内訳＞

  ・協議会の構成員45名、関係者8名に加え、構成員・関係者以外58名を含む、協議会内外からの幅広い参加

  ・構成員・関係者以外として、環境分野を中心に、農林水産部署や保健・衛生関連部署など分野横断的な参加

【 結果 】

気候変動適応策の推進のための「オンライン講演会」 
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事後アンケート
調査結果

その他 講演の様子を録画・編集し、公開可能な形式で取りまとめた動画を作成

気候変動適応策の推進のための「オンライン講演会」 

64%

41%
34%

30%
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11% 23%
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100%

気候変動の最新情報 暑熱対策分野 災害対策分野

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満 n=44

【 結果 】

オンライン講演会の満足度

講演会の満足度

・いずれの講演についても、参加者からは
概ね良好な評価が得られた。

・配付資料及び講演内容が今後の普及啓発活
動の参考となったとの声

・暑熱対策分野について、現場作業の多い
職場等から特に関心が高かった

今後希望する講演の内容

・適応策に関する身近で具体的な事例

・将来の気候変動の傾向及びその対応策

・地球温暖化が農業、産業、経済等に及ぼす影響

意見・要望

・一部参加者からは、既知の内容が多かった
との指摘

・暑熱対策・災害対策分野に関しては、自治体の
より具体的な取組事例等の情報提供を求める声

➝適応に関する基礎的な理解が一定程度浸透し、具体的な取組事例への関心が高まっている



気候変動適応九州・沖縄広域協議会

広域アクションプランの活用状況等に係る
フォローアップ調査
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広域アクションプランの活用状況等に係るフォローアップ調査

【 実施の方針 】

地方公共団体※の適応担当部署及び施策担当部署が、施策の立案・実践・見直し等にあたり、広域アクションプランを
参考情報として活用しやすい状態の構築を目指し、フォローアップ調査を実施する。

対象 調査方法 調査概要

適応担当部署
アンケート、
ヒアリング（一部）

広域アクションプランの活用実績及び庁内展開状況、施策の
担当部署との連携方法、その他適応策の実施状況 等

広域アクションプランとの関係性
が認められる施策の担当部署

アンケート
適応の認知度、広域アクションプランの活用実績・課題、
関連施策の実施状況 等

【 フォローアップ調査の概要 】

令和６年度

・地方公共団体の適応担当部署を対象に広域アクションプランの活用実績及び庁内展開状況を調査

・地域気候変動適応計画等に記載されている施策の中から、広域アクションプランとの関係性が認められる施策を調査

令和７年度

・【継続】地方公共団体の適応担当部署を対象に広域アクションプランの活用実績及び庁内展開状況を調査

・【追加】広域アクションプランの実践を担う、施策の担当部署との連携方法を調査

・【追加】施策の担当部署を対象として広域アクションプランの活用状況や関連施策の実施状況を調査

※地方公共団体：気候変動適応九州・沖縄広域協議会構成員の地方公共団体
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